
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 28,475,455,412   固定負債 11,520,987,567

    有形固定資産 24,840,186,286     地方債等 5,878,243,347

      事業用資産 9,800,264,198     長期未払金 -

        土地 3,331,880,875     退職手当引当金 876,998,736

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 4,765,745,484

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,382,205,975

        建物 14,924,401,573     １年内償還予定地方債等 1,274,493,610

        建物減価償却累計額 -8,687,333,771     未払金 24,377,623

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 569,001,918     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -374,702,844     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 78,307,991

        船舶 -     預り金 3,401,472

        船舶減価償却累計額 -     その他 1,625,279

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 12,903,193,542

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 29,052,867,794

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -11,654,242,057

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 55,543,000

        その他減価償却累計額 -55,263,598

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 36,737,045

      インフラ資産 14,464,813,595

        土地 704,591,164

        土地減損損失累計額 -

        建物 571,451,247

        建物減価償却累計額 -94,566,012

        建物減損損失累計額 -

        工作物 29,087,451,845

        工作物減価償却累計額 -15,815,918,649

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 11,804,000

      物品 1,690,275,968

      物品減価償却累計額 -1,115,167,475

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,635,269,126

      投資及び出資金 157,368,000

        有価証券 86,427,000

        出資金 70,941,000

        その他 -

      長期延滞債権 39,449,628

      長期貸付金 868,643,790

      基金 2,573,149,757

        減債基金 255,001,000

        その他 2,318,148,757

      その他 48,199

      徴収不能引当金 -3,390,248

  流動資産 1,826,363,867

    現金預金 1,159,828,360

    未収金 40,025,308

    短期貸付金 -

    基金 577,412,382

      財政調整基金 577,412,382

      減債基金 -

    棚卸資産 1,554,110

    その他 48,490,000

    徴収不能引当金 -946,293

  繰延資産 - 純資産合計 17,398,625,737

資産合計 30,301,819,279 負債及び純資産合計 30,301,819,279

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 1,458,365

    その他 1,082,500

純行政コスト 8,596,693,490

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,540,865

  臨時損失 56,729,419

    災害復旧事業費 54,011,076

    資産除売却損 2,718,343

    使用料及び手数料 464,710,583

    その他 240,178,598

純経常行政コスト 8,542,504,936

      社会保障給付 1,976,056,580

      その他 30,014,034

  経常収益 704,889,181

        その他 88,735,224

    移転費用 5,462,359,305

      補助金等 3,456,288,691

      その他の業務費用 132,342,796

        支払利息 40,477,263

        徴収不能引当金繰入額 3,130,309

        維持補修費 89,809,374

        減価償却費 1,185,724,863

        その他 31,025,254

        その他 297,799,470

      物件費等 2,406,723,649

        物件費 1,100,164,158

        職員給与費 791,242,330

        賞与等引当金繰入額 78,801,991

        退職手当引当金繰入額 78,124,576

  経常費用 9,247,394,117

    業務費用 3,785,034,812

      人件費 1,245,968,367

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 17,453,855,076 30,150,584,683 -12,696,729,607 -

  純行政コスト（△） -8,596,693,490 -8,596,693,490 -

  財源 8,824,951,366 8,824,951,366 -

    税収等 6,037,444,548 6,037,444,548 -

    国県等補助金 2,787,506,818 2,787,506,818 -

  本年度差額 228,257,876 228,257,876 -

  固定資産等の変動（内部変動） -465,260,180 465,260,180

    有形固定資産等の増加 411,756,581 -411,756,581

    有形固定資産等の減少 -1,206,477,407 1,206,477,407

    貸付金・基金等の増加 1,292,349,649 -1,292,349,649

    貸付金・基金等の減少 -962,889,003 962,889,003

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 7,445,991 7,445,991

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -578,046,062 -274,439,566 -303,606,496 -

  その他 287,112,856 -365,463,134 652,575,990

  本年度純資産変動額 -55,229,339 -1,097,716,889 1,042,487,550 -

本年度末純資産残高 17,398,625,737 29,052,867,794 -11,654,242,057 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 2,774,789

本年度歳計外現金増減額 625,170

本年度末歳計外現金残高 3,399,959

本年度末現金預金残高 1,159,828,360

財務活動収支 -890,818,976

本年度資金収支額 90,975,787

前年度末資金残高 1,073,915,274

比例連結割合変更に伴う差額 -8,462,660

本年度末資金残高 1,156,428,401

    地方債等償還支出 1,320,214,336

    その他の支出 6,478,716

  財務活動収入 435,874,076

    地方債等発行収入 421,874,076

    その他の収入 14,000,000

    資産売却収入 969,147

    その他の収入 1,607,757

投資活動収支 -444,177,870

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,326,693,052

    その他の支出 -

  投資活動収入 303,281,024

    国県等補助金収入 205,624,557

    基金取崩収入 60,079,563

    貸付金元金回収収入 35,000,000

  投資活動支出 747,458,894

    公共施設等整備費支出 285,501,990

    基金積立金支出 409,956,904

    投資及び出資金支出 3,000,000

    貸付金支出 49,000,000

    災害復旧事業費支出 54,011,076

    その他の支出 -

  臨時収入 37,249,428

業務活動収支 1,425,972,633

【投資活動収支】

    税収等収入 6,040,566,734

    国県等補助金収入 2,731,250,431

    使用料及び手数料収入 502,040,321

    その他の収入 163,743,882

  臨時支出 54,011,076

    移転費用支出 5,489,831,906

      補助金等支出 3,455,484,041

      社会保障給付支出 1,976,056,580

      その他の支出 58,291,285

  業務収入 9,437,601,368

    業務費用支出 2,505,035,181

      人件費支出 1,157,400,837

      物件費等支出 1,223,794,099

      支払利息支出 40,477,263

      その他の支出 83,362,982

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,994,867,087



連結財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としています。また開始後については、原則として取得原価と

し再調達は行わないこととしています。 

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき、有形固定資産等の評価を行って

います。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としています。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価

額としています。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により

出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出

資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するも

のしています。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

 連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

います。 

連結対象先については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。 



④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っています。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃

貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。 

 

（６） 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により

発生する資金の受払いも含みます。 

 

（７） 採用した消費税等の会計処理 

税込方式にて処理しています。連結対象については、それぞれの会計基準に従い、会計

処理しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財

務書類の作成を行っています。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 



（５）その他重要な後発事象 

特になし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象団体（会計）の一覧、連結方法 

① 一般会計 

② 工業誘致特別会計：全部連結 

③ 国民健康保険特別会計：全部連結 

④ 後期高齢者医療特別会計：全部連結 

⑤ 簡易水道事業特別会計：全部連結 

⑥ 水道事業会計：全部連結 

⑦ 下水道事業会計：全部連結 

⑧ 長野県市町村総合事務組合：比例連結 

⑨ 長野県後期高齢者医療広域連合：比例連結 

⑩ 長野県市町村自治振興組合（電子自治体推進事業）：比例連結 

⑪ 長野県市町村自治振興組合（高速情報ネッワーク運営）：比例連結 

⑫ 長野県市町村自治振興組合（情報セキュリティクラウド運営）：比例連結 

⑬ 長野県市町村自治振興組合（電子申請・届出 サービス）：比例連結 

⑭ 長野県市町村自治振興組合（校務支援システム）：比例連結 

⑮ 長野県地方税滞納整理機構：比例連結 

⑯ 中信地域町村交通災害共済事務組合：比例連結 

⑰ 池田松川施設組合：比例連結 

⑱ 穂高広域施設連合：比例連結 

⑲ 北アルプス広域連合：比例連結 

 

 



（２） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法235 条

の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（３） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 


